
令和７年度国際関連施策について

北海道グローバル戦略

「世界をより身近に、
３つの視点
で施策展開

視点① ： 世界 に 売 り 込 む

視 点 ③ ： 世界 と 向 き 合 う

視 点 ② ： 世界 と つ な が る

世
界
と
つ
な
が
る

多文化共生社会の
形成

人材・技術を活用した
交流・協力の促進

国際交通網の拡大・
物流機能の強化

▶ 外国人受入環境整備における一元的相談窓口運営事業

▶ 日本語教育等による多文化共生推進事業

▶ 外国人医療環境整備事業【保健福祉部】

▶ 外国人住民の地域共生推進事業

▶ 新規就航誘致活動事業【総合政策部】

▶ 地方空港国際線受入環境整備事業【総合政策部】

▶ 道内空港応需体制強化事業業【総合政策部】

▶ 外国人材受入・定着促進事業

▶ グローバル人材育成推進事業【教育庁】

▶ 高校生交換留学促進事業【教育庁】

▶ スポーツをする・みる・ささえる促進事業（地域活性化）【環境生活部】

世
界
と
向
き
合
う 海外展開・交流におけ

るリスクマネジメント

世界を視野に入れた力
強い地域経済の確立

▶ スタートアップ創出・集積促進事業【経済部】

▶ 宇宙関連ビジネス加速化プロジェクト推進事業【経済部】

▶ 半導体産業に係る複合拠点化事業費【経済部】

▶ 麦・大豆生産技術向上事業【農政部】

▶ 合成・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策等事業【水産林務部】

▶ 災害発生時の外国人支援体制の整備

▶ 北海道未来人財応援事業

▶ リスク対応型輸出人材育成事業費

▶ 知的財産戦略推進事業【総合政策部】

世
界
に
売
り
込
む

北海道ブランドの確立
と戦略的活用

グローバル・
ネットワーク
の強化

▶ 国際化戦略推進事業

▶ 姉妹友好提携地域等訪問周年事業

▶ 北海道上海事務所運営事業

▶ 北海道ASEAN事務所運営事業

▶ 北東北三県・北海道ソウル事務所運営事業

▶ 日本貿易振興機構北海道貿易情報センター負担金

▶ 海外からの投資誘致促進事業

▶ GX投資促進事業費【経済部】

▶ 環境・DX等ビジネス共創支援事業

▶ データセンター集積推進事業【経済部】

▶ ASEAN地域における道産食品輸出拡大支援事業費【経済部】

▶ 道産農畜産物海外販路拡大産地づくり支援事業費【農政部】

▶ 道産農水産物輸出拡大戦略推進事業【農政部】

▶ 道産水産物輸出拡大推進事業【水産林務部】

▶ HOKKAIDO WOOD推進事業【水産林務部】

▶ 誘客促進強化事業【経済部】

▶ アドベンチャートラベル推進事業【経済部】

▶ 縄文世界遺産活用推進強化事業【環境生活部】

世界を舞台に活躍」

資料２
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※事業名に所管部局の記載がないものは国際課事業



令和７年度国際関連施策の概要

北海道ブランドの確立と戦略的活用

■ 令和７年度に実施した主な事業等

事業名 概 要

海外からの投資誘致促進事業
【国際課】

台北で開催された「セミコン台湾」にブース出展し、北海道の投資環境をPRしたほか、米国ボス
トンではスタートアップセミナーを開催し、欧州ではトップセールスを実施した。また、海外企業等
18社を道内へ招へいし、投資環境の視察や道内企業との商談を実施した。

GX投資促進事業費 【経済部】
カナダ・アルバータ州との姉妹提携周年事業の一環として、同州でGX関連を含む本道の投資
環境をPRするセミナーを実施した。

環境・DX等ビジネス共創支援事業
【国際課】

道内企業の競争力向上を図るため、Innotech Expo 2025（台北）に出展し、参加した
６社の技術のPR及び商談を実施した。商談件数53件、成約３件。

データセンター集積推進事業 【経済部】
首都圏でのデータセンター誘致セミナー（194名が参加）や国内外のデータセンター投資家等
との個別商談会の開催などを通じて、本道の冷涼な気候等を活かした環境配慮型のデータセ
ンターの誘致活動を展開した。

ＡＳＥＡＮ地域における道産食品輸
出拡大支援事業費 【経済部】

シンガポール及びバンコクにおいて、現地のどさんこプラザで販路拡大に向けたテスト販売や北海
道フェアを開催したほか、現地バイヤーと道内事業者との商談会を実施した。また、シンガポー
ルでは、現地百貨店と連携し、新規出店に向けたテストマーケティングを実施した。

道産農畜産物海外販路拡大産地づくり
支援事業費 【農政部】

輸出産地の体制確立に向けた会議や輸出機運醸成セミナーなどを開催するとともに、海外や
道内の飲食店等と連携し、道内インバウンドを含めた海外の方に道産食材を活用したメニュー
の提案などを行った。

道産農水産物輸出拡大戦略推進事業
【農政部】

関係機関と連携し、日本の食品輸出EXPOへの出展等を行ったほか、事業者等への輸出状
況ヒアリング等を実施した。

道産水産物輸出拡大推進事業
【水産林務部】

生産者団体が実施する豪州やASEAN地域での販促活動を支援したほか、米国消費者向け
として現地の飲食店（２店舗）及びインバウンド向けとして道内宿泊施設（５施設）でホタ
テ等の道産水産物を使用した料理を提供した。
また、シンガポールから厚岸・苫小牧にバイヤー等を招へいし、活貝（カキ、ホッキ）の生産現
場を紹介するとともに、活貝の輸送・評価テストをシンガポールで実施した。

HOKKAIDO WOOD推進事業
（販売促進事業費） 【水産林務部】

道産木材製品の販路拡大を図るため、台湾からバイヤーを招へいし、台湾の木造建築に関す
るセミナーの開催（1回）や道内木材関連企業の訪問（6社）、商談等を行った。

誘客促進強化事業 【経済部】

デジタルメディア等を活用し、北海道の魅力を紹介する動画等の観光情報を発信したほか、英
国、米国、豪州で観光レップ(※)を活用し、現地旅行会社、メディアへのセールス等により、北
海道の認知拡大及び欧米豪市場からの誘客促進を図った。
(※)観光レップ：外国人旅行者誘致のため、自治体や事業者の代理として海外でのセールスやプロモー

ションを行う事業者

アドベンチャートラベル推進事業
【経済部】

ATWS2023開催で得られた諸課題に対応した受入体制の構築を図るため、AT商品造成や
海外旅行会社を招へいしたFAMトリップ(※)（５社５名）及び商談会を行うとともに、チリで
開催されたATWS2025への出展等を実施した。
(※)FAMトリップ：海外の旅行会社等を日本に招き、観光地を視察・体験することで、観光地の魅力に

対する理解を深め、訪日旅行商品の造成や販売強化を促す取組。

縄文世界遺産活用推進強化事業
【環境生活部】

ユネスコ世界遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」の価値や魅力を紹介する映像を制作、
YouTube等で公開し、情報発信を強化した。

世界に売り込む

展開方向Ⅰ：北海道の魅力や強みを活かした海外展開

北海道の魅力や強みを活かし、海外の成長力や経験、ノウハウを取り込み、活力ある地域づくりに
つなげる

取組の方向性
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事業名 概 要

国際化戦略推進事業 【国際課】

中国・黒竜江省での現地商談会に参加したほか、同省政府と意見交換を実施した。
また、ベトナム・クアンニン省での同省政府主催フォーラムに出席し、北海道PRを実施し
たほか、国際交流イベント出席のため来道したベトナム要人との面談や視察の対応を
行った。

姉妹友好提携地域等訪問周年事業
【国際課】

姉妹・友好提携から節目となる周年を迎えたカナダ・アルバータ州、米国・マサチューセッ
ツ州、韓国・釜山広域市、ソウル特別市と相互訪問や記念行事等を実施した。

北海道上海事務所運営事業
【国際課】

道内企業と連携したビジネス展開支援や、中国における北海道ネットワークの構築、道
事業及び道内関係団体の事業と連携した北海道PR、現地対応支援のほか現地企業
からの情報収集を実施した。

北海道ＡＳＥＡＮ事務所運営事業
【国際課】

道内各地域の食や観光の情報発信や道産品の販路開拓、シンガポール国内の飲食
店において道産品を活用したレストランフェアを実施するなど、道内市町村や企業の活
動を現地で支援した。

北東北三県･北海道ソウル事務所運営
事業 【国際課】

道産品の販路拡大や観光客誘致等を推進するため、４道県共同での現地展示会等
における物産・観光PRのほか、道内市町村や道内企業・団体等の現地対応支援を実
施した。

日本貿易振興機構北海道貿易情報セ
ンター負担金 【国際課】

本道の実情に即した各種貿易振興事業を実施する日本貿易振興会北海道貿易情
報センターに対し、道における貿易振興や対日投資拡大を図るため、当センターの基礎
的活動経費（運営費）の一部を負担した。

■ 令和７年度に実施した主な事業等

グローバル・ネットワークの強化

世界とつながる

展開方向Ⅱ：世界と北海道をつなぐ環境づくり

多文化共生の推進、人材の育成、海外との交流拡大など、北海道が世界とより身近になるよう環境
づくりに取り組む

取組の方向性

多文化共生社会の形成

■ 令和７年度に実施した主な事業等

事業名 概 要

外国人受入環境整備における一元的相談
窓口運営事業 【国際課】

対面や電話、SNS等において3,025件の相談対応を行ったほか、移動相談会24回、休
日相談会12回、行政書士との相談会12回、税理士との相談会3回を実施した。

日本語教育等による多文化共生推進事業
費 【国際課】

日本語学習支援者養成講座を１地域（池田町）で３回開催、日本語教育モデル事
業を６地域（岩見沢市、稚内市、登別市、新冠町、遠軽町、中標津町）で実施し、地
域における日本語教室の自走化を図ったほか、北海道日本語教育推進会議を２回（９
月、２月）開催し、北海道の実情に応じた日本語教育の推進について検討を行った。

外国人医療環境整備事業【保健福祉部】
倶知安・ニセコ地域で、医療関係者に加え、観光・交通・消防など関係者間での意見交
換会の開催、外国人患者の円滑な受診を促進するための取組の周知や、医療従事者等
向けに外国人患者対応力向上研修会を実施した。

外国人住民の地域共生推進事業
【国際課】

外国人住民が地域社会の一員として活躍し、安心して暮らすことができる地域づくりを促進
するため、外国人住民と日本人住民が協働で企画した文化体験イベントを２地域（北広
島市、占冠村）、防災研修を１地域（登別市）で実施した。
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国際交通網の拡大・物流機能の強化

■ 令和７年度に実施した主な事業等

事業名 概 要

新規就航誘致活動事業 【総合政策部】
航空ネットワークの充実・強化に向け、副知事をトップに、北海道エアポートや地元自治体
とともにオーストラリア（R7.12）と韓国（R8.1）を訪問し、現地航空会社に対し就航や
増便を要請した。

地方空港国際線受入環境整備事業
【総合政策部】

函館空港における国際線の増便に係る受入環境整備のため、給油事業者に対して、必
要人員の応援派遣に係る経費を支援した。

道内空港応需体制強化事業
【総合政策部】

道内地方空港における国際線の新規就航等に向けた受入体制整備のため、道内空港
受入体制整備実行委員会に参画し、地上支援業務に係る人員の応援派遣等の人材確
保の取組を実施した。

事業名 概 要

外国人材受入・定着促進事業 【国際課】
海外人材の獲得に向け、インド・インドネシア・ベトナムを対象に、現地訪問による大学・
送出機関等との関係構築、ジョブフェアなどを実施した。

グローバル人材育成推進事業 【教育庁】
「高校生留学促進事業」により、４校41名に対し留学経費を支援した。
また、道立高校生と大学の留学生を相互に高校・大学へ派遣する高大連携により、英語
による交流を実施した（高校生の大学派遣：121名、留学生の高校派遣：21校）。

高校生交換留学促進事業
【教育庁】

カナダ・アルバータ州との交換留学については、北海道側生徒16名を派遣（R7.11.1～
12.20）し、アルバータ州から14名の生徒を受け入れた（R8.1.31～3.20）。
アメリカ・ハワイ州との交換留学については、北海道側生徒７名を派遣（R8.1.11～
22）し、ハワイ州から７名の生徒の受け入れた（R8.1.31～2.8）。
ニュージーランドとの交換留学については、北海道側生徒５名を派遣（R8.3.14～
23）した（ニュージーランドからの生徒の受入れはR8年度実施の予定）。

スポーツをする・みる・ささえる促進事業
（地域活性化） 【環境生活部】

カナダ・アルバータ州との姉妹提携45周年を好機として、道内カーリングの競技力の向上を
目的に、同州からカーリングコーチを招へいし、R7.7に札幌市内で講演会・体験会イベン
ト「北海道カーリングのみらい2025」を開催した。

人材・技術を活用した交流・協力の促進

■ 令和７年度に実施した事業等
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世界と向き合う

展開方向Ⅲ：世界情勢の変化への機動的で柔軟な対応

世界の経験やノウハウを学び、取り込みながら、本道の国際競争力やリスクマネジメント力の向上を
図り、大きく変化する世界情勢に機動的かつ柔軟に対応する。

取組の方向性

世界を視野に入れた力強い地域経済の確立

■ 令和７年度に実施した主な事業等

事業名 概 要

スタートアップ創出・集積促進事業
【経済部】

スタートアップの創出・集積を図るため、起業家育成塾の開催（４地域）やメンターによる
伴走支援（８者）を実施するとともに、スタートアップと自治体等のマッチング・実証実験の
支援（５社）や海外起業家への道内定着支援（８名）、スタートアップ・エコシステムの
PRイベントの開催（１回）を実施した。

宇宙関連ビジネス加速化プロジェクト推進
事業 【経済部】

宇宙関連産業の成長産業化に向け、セミナーの開催（２回）や、海外事業者招へいイ
ベントを開催（１回）したほか、国際展示会出展（２回）を支援した。

半導体関連産業に係る複合拠点化事業
【経済部】

国や市町村、関係団体等と連携し、国内外の半導体関連の展示会への出展や道内企
業の半導体関連産業への参入促進・取引拡大に向けたセミナーの開催（1回）、高校生
を対象とした出前講座（25回）や小中学生を対象とした体験教室・体験イベント（16
校＋科学館等４ヶ所）を実施した。

麦・大豆生産技術向上事業 【農政部】
産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーションや営農
技術の導入等を支援した。

合板・製材・集成材生産性向上・品目転
換促進対策等事業 【水産林務部】

林業・木材産業の体質強化を図るため、生産性向上などに向けた木材加工流通施設の
整備や路網の整備、高性能林業機械の導入等を支援した。

■ 令和７年度に実施した主な事業等

事業名 概 要

災害発生時の外国人支援体制の整備
【国際課】

北海道外国人相談センターで、在住外国人向けに災害情報（警報・注意報、交通情
報等）を多言語で発信した。

北海道未来人財応援事業 【国際課】
「ほっかいどう未来チャレンジ基金」第８期生として、９名（学生コース６名、文化芸術
コース３名）の海外留学や知識・技術向上の挑戦を支援した。

リスク対応型輸出人材育成事業費
【国際課】

道内企業延べ68社に対し、全４回のリスク対応講座や専門アドバイザー派遣を実施し
たほか、現地試食イベント（韓国）、ＥＣ関連バイヤーとの商談・相談会（中国）及び
越境ECサイトでの道産品テスト販売（中国・韓国）を実施した。

知的財産戦略推進事業 【総合政策部】
農林水産知的財産保護コンソーシアムにおける海外模倣品の調査結果を共有するため、
知的財産の侵害対策や模倣品対策に関するセミナーを開催した。

海外展開・交流におけるリスクマネジメント
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